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２Ｄ２１ 

地域イノベーションシステムにおける公設試験研究機関の位置づけと

戦略 

 

○福川信也（長崎県立大学） 

 

1 はじめに 

地方自治体によって運営される公設試験研究機関(公設試)は､地域の中小企業に対する技

術指導､分析試験､独自の研究という三つの役割を担ってきた｡近年の環境変化(長期不況に

よる地方自治体の財政難､国立大と地域中小企業との連携活性化)から､公設試には地域イノ

ベーションシステムにおける自らの位置づけとそれにもとづく発展戦略を明確に打ち出す

ことが求められている｡具体的には､限られた資源･資金のなかで､各公設試が地域の特性に

応じて､どのようなタイプの技術サービスを選択･強化していくか､という資源配分問題に明

確に答えることが求められている｡ 

本研究では地域の中小製造企業､大学､公設試を含む地域イノベーションシステムに関す

るデータセットを用いて､地域イノベーションシステムの特性とその地域の公設試が採って

きた発展戦略との統計的関係を分析する｡その目的は､近年の環境変化のもとで公設試が地

域特性にフィットする形で､技術サービスのメニューを選択･強化してきたか､その意味で効

率的な資源配分を行ったかを定量的に評価することにある｡ 

 

2 地域イノベーションシステムの特性 

本研究では地域イノベーションシステムの特性を図 1のように把握する｡図１の縦軸およ

び横軸は地域(都道府県)における公的技術サービスの需要側要因および供給側要因(いずれ

も 2000年時点)をそれぞれ表す｡需要側要因は地域の中小製造企業にしめる研究開発型企業

(正の研究開発費を計上する企業)の比率で代理され､この比率が高い地域では中小企業が高

いレベルの吸収能力(外部知識を評価し､自社のイノベーションのために活用する能力)を保

有する｡供給側要因は地域の国立大が行う企業との共同研究件数に占める地元中小企業との

共同研究件数の比率で代理され､この比率が高い地域では公設試だけでなく国立大も地域の

中小企業にとって重要な知識源泉である｡各都道府県は縦軸と横軸の平均で区切られた四つ

の象限に分類される｡例えば､第二象限に位置する都道府県では､研究開発を行う中小製造企

業の比率(したがって吸収能力の高い中小企業の比率)は相対的に高いが､地域の国立大は地

元中小企業との連携に対して積極的でない｡こうした地域では､研究開発型中小企業が高い

研究能力を持つ公設試と連携することへの潜在的ニーズがあると考えられる｡ 

 

3 公設試験研究機関の戦略 

公設試の戦略はその属性や活動を表す変数の変化率(2000-05 年の対前年変化率)で把握

する｡表 1 は公設試の属性や活動を表す変数を示している｡実証期間内に公設試が特定の分
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野に資源を集中させれば､その活動分野を表す変数の変化率は正となる｡図 2 は公設試の活

動を表す諸変数に因子分析をかけ､抽出された二つの因子(Factor1 と Factor2)と各変数の

因子負荷量を示している｡横軸の Factor1は quality (技術系職員にしめる学位取得者比率), 

paper (技術系職員あたり論文刊行数), patent (技術系職員あたり特許出願件数), fundedr 

(技術職員一人あたり委託研究件数)と高い相関をもつので､公設試が自らの研究能力を高め

ようとする傾向を示していると考えられる｡縦軸の Factor2 は testing (技術系職員あたり

分析試験件数), consult (技術系職員あたり技術相談件数)と高い相関をもつので､公設試

の地域企業支援指向性を示していると考えられる｡ 

 

4 分析結果 

表 2 は地域イノベーションシステムの特性と公設試の戦略とのフィットを示している｡

一番左側の列は図 1 で識別された四つの象限を表す｡例えば､第二象限に位置する都道府県

では､地域の中小企業の吸収能力は相対的に高いが､地元の国立大は地域中小企業との連携

には積極的でない｡こうした自治体に立地する公設試では､図 2で示された Factor1(研究能

力指向性)に代表されるような変数･資源を強化することが望ましい｡なぜなら､こうした地

域では､研究開発型中小企業が高い研究能力を持つ公設試と連携することへの潜在的ニーズ

が予想されるからである｡ 

以上の分析をもとに､2000 年時点の地域イノベーションシステムの特性と 2000-05 年の

公設試における資源の集中･選択の状況との間にどのような統計的関連性があるかを分析し

た｡表 3 は分散分析の結果を示している｡一番左側の列は図 1 で識別された四つの象限を表

す｡一番下の行は統計的有意性を示す｡もし表 2 で見たような地域イノベーションシステム

の特性と公設試の戦略との補完的なフィットが観察されるなら､Factor1(研究能力指向性)

に代表されるような quality, paper, patent, fundedr といった変数は第二象限に位置す

る自治体に立地する公設試で強化されたはずである｡また､Factor2 に代表されるような

testing, consult といった変数は第三･第四象限に位置する自治体に立地する公設試で強

化されたはずである｡ 

分析結果は､patentを除いて､地域イノベーションシステムと公設試の戦略との間に有意

な相関はないことを示している｡このことは近年の公設試の発展戦略は､地域イノベーショ

ンシステムの特性を考慮しない形で進められたことを示唆している｡さらに､四つの象限の

間で平均に有意な差が観察される patent において､最も高い変化率が記録されたのは第四

象限であり､最も低い変化率が記録されたのは第二象限である｡図 2 でみたように patent

は Factor1と強い相関を持つ変数で､公設試が自らの研究能力を高めようとする傾向を表す

変数である｡表 2 で見たように､こうした変数は第二象限において強化されるべきであり､

表 3 の結果は理論的予測と逆の方向で資源配分が進められたことを示唆している｡ 

 

5 結語 

本研究では､地域の中小企業､大学､公設試を含む地域イノベーションシステムに関する

データセットを用いて､2000-05 年の公設試における資源の集中･選択の状況と 2000 年時点

の地域イノベーションシステムの特性との関連を統計的に分析した｡分析結果から､多くの

変数に関して両者の間に有意な相関はなく､有意な相関が観察された変数に関しても､符号
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は理論に整合的でないことが示された｡このことは近年の公設試の発展戦略が､当該地域の

イノベーションシステムの特性を考慮しない､もしくはそれに逆行する形で進められたこと

を示唆している｡ 

包括的なデータセットを用いた数量的分析からは､公設試が近年採った資源配分戦略は地

域特性とのフィットを改善することが可能という意味で､非効率的であったことが示された｡

しかし､個別の事例分析によれば､地域特性に応じた発展戦略を打ち出している公設試もあ

る｡今後は本研究で得られた定量的分析の含意を定性的分析によって補完することを目指す｡ 
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